
社会福祉法人長野県社会福祉協議会一般職給与規程 

 

第１章 総 則 

（趣 旨） 

第１条 この規程は、社会福祉法人長野県社会福祉協議会職員就業規則（以下「就業規則」と

いう。）第５２条の規定に基づき、一般職（以下「職員」という。）の給与に関し必要な事項

を定めるものとする。 

（定 義） 

第２条 この規程において「給与」とは、給料、給料の特別調整額、扶養手当、地域手当、通

勤手当、住居手当、超過勤務手当、期末手当、勤勉手当、寒冷地手当をいう。 

（給与の減額） 

第３条 職員の就業規則第２８条に規定する勤務時間中に勤務しない場合においては、同規則

に特別の定めのある場合又は会長の承認があった場合を除くほか、その勤務しない１時間に

つき給料の月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額に１２を乗じ、その額を１週間の

勤務時間に５２を乗じたもので除して得た額を減額した給与を支給することがある。 

 

第２章 給 料 等 

（給料の支給） 

第４条 職員には正規の勤務時間による勤務の報酬として給料を支給する。 

（給料表及びその適用） 

第５条 職員の職に適用する給料表は、別表１による。 

２ 職員の職務の級の格付けは会長が定める。 

（初任給） 

第６条 新たに職員となった者の号俸は、別表２による。 

２ 前項により難いときは、経験年数、学歴、技術等を考慮して会長が別に定める。 

（昇 給） 

第７条 職員の昇給は４月１日に、同日前１年間におけるその者の勤務成績に応じて、行うも

のとする。 

２ 前項の規定により職員を昇給させるか否か及び昇給させる場合の号俸数は、同項に規定す

る期間の全部を良好な成績で勤務した職員の昇給の号俸数を４号俸とすることを標準として

会長が別に定める基準に従い決定するものとする。 

３ 満５５歳に達した日以後の最初の３月３１日を超えて在職する職員に関する前項の規定の

適用については、同項中「４号俸」とあるのは、「１号俸」とする。 

４ 職員の昇給は、その属する職務の級における最高の号俸を超えて行うことができない。 

５ 職員の昇給は、予算の範囲内において行うものとする。 

（復職者等の給料月額の調整） 

第８条 休職のため勤務しなかった職員が復職するに至った場合において、他の職員との均衡

上必要があると認めるときは、復職するに至った日以後において会長の定めるところにより

その者の号俸又は給料月額を調整することができる。 

（給料の支給方法） 

第９条 給料は、月の１日から末日までの期間についてその月額を支給する。 

２ 給料の支給日は、毎月１６日とする。ただし、その日が土曜日、日曜日、国民の祝日に関



する法律（昭和２３年法律１７８号）第３条に規定する休日（以下「休日」という。）に当た

るときは、その日の直後の土曜日、日曜日、休日でない日とする。 

３ 新たに職員になった者には、職員となった日から給料を支給し、給料の額に異動を生じた

者には、異動を生じた日から新たに定められた給料を支給する。 

４ 職員が離職したときは、その月まで給料を支給する。 

５ 職員が死亡したときは、その月まで給料を支給する。 

６ 第３項及び第４項の規定により給料を支給する場合においてその給料の額はその月の現日

数から勤務を要しない日の日数を差し引いた日数を基礎として日割りによって計算する。 

７ 前各項に定めるもののほか、給料の支給の方法について必要な事項は、会長が別に定める。 

（給料の特別調整額） 

第１０条 指揮監督等の地位にある職員に、その職の特殊性に基づき、給料の特別調整額を支

給する。 

２ 指揮監督等の地位にある職員の職の指定及び給料の特別調整額の支給額は、会長が別に定

める。 

 

第３章 手 当 

（扶養手当） 

第１１条 扶養手当は、扶養親族のある職員に対して支給する。 

２ 前項の扶養親族とは、次に掲げるもので他に生計の途がなく、主として、職員の扶養を受

けているものをいう。 

（１）配偶者（婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にあるものを含む。） 

（２）満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子及び孫 

（３）６０歳以上の父母及び祖父母 

（４）満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある弟妹 

（５）重度心身障害者 

３ 扶養手当の額及び支給方法については別表３による。 

（地域手当） 

第１２条 地域手当は、当該地域における賃金水準を基礎とし、当該地域における物価等を考

慮して職員に支給する。 

２ 地域手当の額及び支給方法については別表４による。 

（通勤手当） 

第１３条 通勤手当は、次の各号に掲げる職員に対し支給する。 

（１）通勤のため交通機関又は有料の道路（以下「交通機関等」という。）を利用し、その運

賃又は料金を負担することを常例とする職員（交通機関等を利用しなければ通勤する

ことが著しく困難である職員以外の職員であって交通機関等を利用しないで徒歩によ

り通勤するものとした場合の通勤距離が片道２キロメートル未満であるもの及び第３

号に掲げる職員を除く。） 

（２）通勤のため自動車その他の交通用具（以下「自動車等」という。）を使用することを常

例とする職員（自動車等を使用しなければ通勤することが著しく困難である職員以外

の職員であって自動車等を使用しないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距

離が片道２キロメートル未満であるもの及び第３号に掲げる職員を除く。） 

（３）通勤のため交通機関を利用して、その運賃等を負担し、かつ、自動車等を利用するこ



とを常例とする職員（交通機関等を利用し、又は自動車等を使用しなければ通勤する

ことが著しく困難である職員以外の職員であって、交通機関等を利用せず、かつ、自

動車等を使用しないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離が片道２キロメ

ートル未満であるものを除く。） 

２ 通勤手当の額及び支給方法については別表５による。 

（住居手当） 

第１４条 住居手当は、自ら居住する住宅（貸間を含む。）を借り受け、月額１万２，０００円

を超えて家賃を支払っている職員に対し支給する。 

２ 住居手当の額及び支給方法については別表６による。 

（超過勤務手当） 

第１５条 正規の勤務時間外に勤務することを命ぜられた職員には、正規の勤務時間外に勤務

した全時間に対して、勤務時間１時間につき、会長が定める勤務１時間当たりの給与額に正

規の勤務時間外にした勤務に応じてそれぞれ１００分の１２５から１００分の１５０までの

範囲内で会長が定める割合を乗じて得た額を超過勤務手当として支給する。 

２ 超過勤務手当の額及び支給方法については別表７による。 

（期末手当） 

第１６条 期末手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条においてこれらの日を「基準日」

という。）にそれぞれ在職する職員に対して、それぞれ６月３０日及び１２月１０日（これら

の日が日曜日、土曜日に当たるときは、それぞれの日の直前の日曜日又は土曜日でない日。

以下これらの日について規定している場合について同じ。）に支給する。これらの基準日前１

か月以内に退職し、又は死亡した職員についても同様とする。 

２ 期末手当の額及び支給方法については、会長が別に定める。 

（期末手当の支給制限及び支給の一時差止め） 

第１７条 第１６条の規定にかかわらず、会長は必要があると認めたときには期末手当の支給

制限及び支給の一時差止めを行うことができる。 

２ 期末手当の支給制限及び支給の一時差止めに関し必要な事項は、会長が別に定める。 

（勤勉手当） 

第１８条 勤勉手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条においてこれらの日を「基準日」

という。）にそれぞれ在職する職員に対し、基準日以前６か月以内の期間におけるその者の勤

務成績に応じて、それぞれ６月３０日及び１２月１０日に支給する。これらの基準日前１か

月以内に退職し、又は死亡した職員についても同様とする。 

２ 勤勉手当の額及び支給方法については、会長が別に定める。 

（勤勉手当に関する規定の準用） 

第１９条 第１７条の規定は、第１８条に規定する勤勉手当について準用する。 

（寒冷地手当） 

第２０条 寒冷地手当は、１１月から翌年の３月までの期間（以下「支給期間」という。）内に

おける各月の初日（以下「基準日」という。）において、在勤する職員に対して支給する。 

２ 寒冷地手当の額及び支給方法については別表８による。 

 

第４章 休職者の給与 

（休職者の給与） 

第２１条 職員が業務上の傷病により、就業規則第１７条第１号に掲げる理由に該当して休職



の処分を受けたときは、その期間中その者に給与の全額を支給する。ただし、労働者災害補

償保険法の適用を受け、休業補償給付を受けた場合には、その者の給与の全額からこの給付

を受けた額を減額して支給するものとする。 

２ 職員が業務外の傷病により、就業規則第１７条第１号に掲げる理由に該当して休職の処分

を受けたときは、その休職期間が満２年（成人病、その他会長が定める心身の故障等のため

休職にされたときは満３年）に達するまでは、その者に給料、扶養手当、地域手当、住居手

当、期末手当及び寒冷地手当のそれぞれ１００分の８０を支給する。 

３ 職員が結核性疾患にかかり、就業規則第１７条第１号に掲げる理由に該当して休職の処分

を受けたときは、その休職期間が満２年に達するまでは、その者の給料、扶養手当、地域手

当、住居手当、期末手当及び寒冷地手当のそれぞれの全額を、またその休職期間が満２年を

こえ満３年に達するまでは、その者の給料、扶養手当、地域手当、住居手当、期末手当及び

寒冷地手当のそれぞれの１００分の８０を支給する。 

４ 職員が所在不明となり、就業規則第１７条第２号に掲げる理由に該当して休職の処分を受

けたときは、その休職期間中のその者の給料、扶養手当、地域手当、住居手当及び期末手当

のそれぞれの１００分の７０以内を支給する。 

５ 職員が罪を犯し、就業規則第１７条第３号に掲げる理由に該当して休職の処分を受けたと

きは、その期間中その者に給料、扶養手当、地域手当及び住居手当のそれぞれの１００分の

６０以内を支給する。 

６ 休職処分を受けた職員には、本条に定める給与のほかいかなる給与も支給しない。 

 

第５章 雑 則 

（特定の職員についての適用除外） 

第２２条 第１５条の規定は、第１０条第１項に規定する職にある職員には適用しない。 

（給与の口座振替） 

第２３条 給与は職員の申出により、口座振替の方法により支払うことができる。 

（実施規定） 

第２４条 この規程の実施に関し、必要な事項は、会長が別に定める。 

 

附則 

（施行期日等） 

１ この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

２ 第１４条第１項第２号については、平成２５年度限りとする。 

３ 従前の、社会福祉法人長野県社会福祉協議会職員給与規程（昭和５０年４月１日施行）は、

平成２５年３月３１日限りで廃止する。 

（施行期日） 

この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

（施行期日等） 

１ この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

２ 施行日の前日から引き続き同一の給与表の適用を受ける職員で、その者の受ける給与月額

が、同日において受けていた給与月額に達しない者には、平成３０年３月３１日までの間、

給与月額の差額に相当する額を給料として支給する。 



（施行期日等） 

１ この規程は、平成２８年３月１４日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 

（施行期日） 

１ この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

（施行期日等） 

１ この規程は、平成２８年１２月１５日から施行し、平成２８年４月１日から適用する。 

（施行期日等） 

１ この規程は、平成３０年３月１９日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。 

  ただし、別表３については、平成３０年４月１日から適用する。 

（施行期日等） 

１ この規程は、平成３０年１２月１７日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。 

  ただし、別表３については、平成３１年４月１日から適用する。 

（施行期日等） 

１ この規程は、令和元年１２月１３日から施行し、平成３１年４月１日から適用する。 

  ただし、別表３については、令和２年４月１日から適用する。 

 



（別表３）（第１１条関係） 

 

扶 養 手 当 

 

第１ 扶養手当の額 

（１） 扶養手当の月額は、第１１条第２項第１号に該当する扶養親族については６，

５００円、同項２号から第５号までの扶養親族のうち、子（以下「扶養親族たる

子」という。）については１人につき１０，０００円、父母等（以下「扶養親族た

る父母等」という。）については、６，５００円（職員に配偶者がない場合にあっ

ては、そのうち１人については、扶養親族たる子は１０，０００円、扶養親族た

る父母等は６，５００円）とする。 

（２） 扶養親族たる子のうちに満１５歳に達する日後の最初の４月１日から満２２歳に達

する日以後の最初の３月３１日までの間（以下「特定期間」という。）にある子がいる

場合における扶養手当の額は、前号の規定にかかわらず、５，０００円に特定期間に

ある当該扶養親族たる子の数を乗じて得た額を同号の規定による額に加算した額とす

る。 

 

第２ 支給方法 

（１） 新たに職員となった者に扶養親族がある場合又は職員に次の各号のいずれかに該当

する事実が生じた場合においては、その職員は、直ちにその旨（新たに職員となった

者に扶養親族がある場合又は第１号に該当する事実が生じた場合において、その職員

に配偶者がいないときは、その旨を含む。）を会長に届け出なければならない。 

① 新たに扶養親族たる要件を具備するに至った者がある場合 

② 扶養親族たる要件を欠くに至った者がある場合（第１１条第２項第２号又は第４

号に該当する扶養親族が、満２２歳に達した日以後の最初の３月３１日の経過によ

り、扶養親族たる要件を欠くに至った場合を除く。） 

③ 扶養親族たる子、父母等がある職員が配偶者のない職員となった場合（前号に該

当する場合を除く。） 

④ 扶養親族たる子、父母等がある職員が配偶者を有するに至った場合（第１号に該

当する場合を除く。） 

（２） 扶養手当の支給は、新たに職員となった者に扶養親族がある場合においてはその者

が職員となった日、扶養親族がない職員に前項第１号に掲げる事実が生じた場合にお

いてはその事実が生じた日の属する月の翌月（これらの日が月の初日であるときは、

その日の属する月）から開始し、扶養手当を受けている職員が離職し、又は死亡した

場合においてはそれぞれその者が離職し、又は死亡した日、扶養手当を受けている職

員の扶養親族で同項の規定による届出に係るすべてが扶養親族たる要件を欠くに至っ

た場合においてはその事実が生じた日の属する月（これらの日が月の初日であるとき

は、その日の属する月の前月）をもって終わる。ただし、扶養手当の支給の開始につ

いては、同項の規定による届出が、これに係る事実の生じた日から１５日を経過した

後のされたときは、その届出を受理した日の属する月の翌月（その日が月の初日であ

るときは、その日の属する月）から行うものとする。 

（３） 扶養手当の支給は、これを受けている職員に更に第１項第１号に掲げる事実が生じ



た場合、扶養手当を受けている職員の扶養親族で同項の規定による届出に係るものの

一部が扶養親族たる要件を欠くに至った場合、扶養手当を受けている職員について同

項第３号若しくは第４号に掲げる事実が生じた場合又は職員の扶養親族たる子で同項

の規定による届出に係るもののうち特定期間にある子でなかった者が特定期間にある

子となったばあいにおいては、これらのが事実生じた日の属する月の翌月（これらの

日が月の初日であるときはその日の属する月）からその支給額を改定する。前項ただ

し書の規定は、扶養手当を受けている職員に更に第１項第１号の掲げる事実が生じた

場合における扶養手当の支給額の改定（扶養親族たる子、父母等で同項の規定による

届出に係るものがある職員で配偶者のないものが扶養親族たる配偶者を有するに至っ

た場合における当該扶養親族たる子、父母等に係る扶養手当の支給額の改定を除く。）

及び扶養手当を受けている職員のうち扶養親族たる子、父母等で同項の規定による届

出に係るものがある職員が配偶者のない職員となった場合における当該扶養親族たる

子、父母等に係る扶養手当の支給額の改定に準用する。 

（４） 前３項に規定するもののほか、扶養手当の支給に関し必要な事項は会長が定める。 

（５） 扶養手当は、給料の支給方法に準じて支給する。 

 



 

（別表４）（第１２条関係） 

 

地 域 手 当 

 

第１ 地域手当の額 

（１） 地域手当の月額は、給料、給料の特別調整額及び扶養手当の月額の合計額に１００

分の１．７を乗じて得た額とする。 

 

第２ 支給方法 

（１） 地域手当は、給料の支給方法に準じて支給する。 

 



 

（別表５）（第１３条関係） 

 

通 勤 手 当 

 

第１ 通勤手当の額 

（１） 第１３条第１項第１号に掲げる職員通期手当の支給の単位となる期間として６箇月

を超えない範囲内で１箇月を単位として会長が定める期間（自動車等に係る通勤手当

にあっては、１箇月）（以下「支給単位期間」という。）につき、会長が定める基準に

より算出したその者の支給単位期間の通勤に要する運賃等の額に相当する額（以下「運

賃相当額」という。）。ただし、運賃相当額を支給単位期間の月数で除して得た額（以

下この項及び第３項において「１箇月当たりの運賃等相当額」という。）が５万５，０

００円を超えるときは、支給単位期間につき、当該１箇月当たりの運賃相当額と５万

５，０００円との差額の２分の１（当該差額の２分の１が３万円を超えるときは、３

万円）を５万５，０００円に加算した額に支給単位期間の月数を乗じて得た額（その

者が２以上の交通機関等を利用するものとして当該運賃等の額を算出する場合におい

て、１箇月当たりの運賃等相当額の合計額が５万５，０００円を超えるときは、その

者の通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単位期間につき、当該合計額５

万５，０００円との差額の２分の１（当該差額の２分の１が３万円を超えるときは、

３万円）を５万５，０００円に加算した額に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額）

とする。 

（２） 第１３条第１項第２号に掲げる職員次の表に掲げる自動車等を使用する距離の区分

に応じ支給単位期間につき、当該区分に掲げる額 

自動車等を使用する距離 額 

片道２キロメートル未満 ２，４６０円  

片道２キロメートル以上 

１０キロメートル未満 

２，４６０円に２キロメートルを超える距離が 

１キロメートル増すごとに６８０円を加えた額 

片道１０キロメートル以上 

２５キロメートル未満 

７，９００円に１０キロメートルを超える距離が 

１キロメートル増すごとに６２０円加えた額 

片道２５キロメートル以上 

４０キロメートル未満 

１万７，２００円に２５キロメートルを超える距離が 

１キロメートル増すごとに６１０円を加えた額 

片道４０キロメートル以上 

６０キロメートル未満 

２万６，３５０円に４０キロメートルを超える距離が 

１キロメートル増すごとに４２０円を加えた額 

片道６０キロメートル以上 

７５キロメートル未満 

３万４，７５０円に６０キロメートルを超える距離が 

１キロメートル増すごとに４２０円を加えた額 

片道７５キロメートル以上 ４１，０５０円  

（３） 第１３条第１項第３号に掲げる職員前２項に定める額（１箇月当たりの運賃相当額

及び前項に定める額の合計額が５万５，０００円を超えるときは、その者の通勤手当

に係る支給単位期間のうち最も長い支給期間につき、当該合計額と５万５，０００円

との差額の２分の１（当該差額の２分の１が３万円を超えるときは、３万円）を５万

５，０００円に加算した額に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額）。ただし、自動



車等を使用しなければ通勤することが著しく困難である職員以外の職員で自動車等を

使用する距離が２キロメートル未満のものにあっては、第１項に定める額（１箇月当

たりの運賃等相当額（その者が２以上の交通機関等を利用するものとして通勤手当を

支給される場合にあっては、１箇月当たりの運賃相当額の合計額）が前項に定める額

に満たない場合にあっては、前項に定める額）とする。 

（４） 第１３条第１項第１号又は第３号に掲げる職員で、新幹線鉄道等の特別急行列車、

高速自動車国道その他の交通機関等で、その利用が会長の定める基準に照らして通勤

事情の改善に相当程度資するものであると認められるものを利用し、その利用に係る

特別料金等（その利用に係る運賃等の額から運賃等相当額の算出の基礎となる運賃等

に相当する額を減じた額をいう。（以下この項において同じ。）を負担することを常例

とする者の通勤手当の額は、会長が定めるところにより算出したその者の支給単位期

間の通勤に要する特別料金等の額を運賃等相当額の算出の基礎となる運賃等に含めて

前項の規定により算出した額に相当する額とする。 

（５） 前項の規定は、同項の規定により通勤手当を支給される職員との権衡上必要がある

と認められるものとして会長が定める職員の通勤手当の額の算出について準用する。 

 

第２ 支給方法 

（１） 職員が新たに第１３条に規定する職員となった場合、又は同条に規定する職員が、

次の各号の一に該当する場合においては、その職員は、直ちにその通勤の実情を会長

に届け出なければならない。 

① 派遣等任命権者を異にして異動した場合 

② 勤務場所を異にして異動した場合 

③ 住居、通勤経路若しくは通勤方法を変更し、又は通勤のための負担する運賃等の

額に変更があった場合 

（２） 前項第３号に掲げる変更により第１３条に規定する職員でなくなった場合には、前

項の例により届け出なければならない。 

（３） 会長は、職員から前２項の規定による届出があったときは、その届出に係る事実を

通勤用定期乗車券（これに準ずるものを含む。）の提示を求める等の方法により確認し、

その者が第１３条に規定する職員であるときは、その者に支給すべき通勤手当の額を

決定し、又は改定する。 

（４） 通勤手当の支給額は、職員が新たに第１３条に規定する職員になった場合において

はその日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）か

ら開始し、通勤手当を支給されている職員が離職し、又は死亡した場合においてはそ

の者が離職し、又は死亡した日、通勤手当を支給されている職員が同条に規定する職

員でなくなった場合においてはその日の属する月（これらの日が月の初日であるとき

は、その日の属する月の前月）を持って終わる。ただし、通勤手当の支給の開始につ

いては、前各項の規定による届出が、これに係る事実の生じた日から１５日を経過し

た後にされたときは、その届出を受理した日の属する月の翌月（その日が月の初日で

あるときは、その日の属する月）から行うものとする。 

（５） 通勤手当は、これを受けている職員にその額を変更すべき事由が生ずるに至った場

合においては、その事実の生じた日の属する月の翌月（その日が月の初日であるとき

は、その日の属する月）から支給額を改定する。前項ただし書の規定は、通勤手当の



額を増額して改定する場合における支給額の改定について準用する。 

（６） 通勤手当は、支給単位期間に係る最初の月の給料の支給日に支給する。 

（７） 通勤手当を支給される職員につき、離職その他会長が定める事由が生じた場合には、

当該職員に、支給単位期間のうちこれらの事由が生じた後の期間を考慮して会長が定

める額を返納させるものとする。 

（８） 前各項に定めるもののほか、通勤手当の支給及び返納に関し必要な事項は会長が定

める。 



 

（別表６）（第１４条関係） 

住 居 手 当 

 

第１ 住居手当の額 

（１） 住居手当の月額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当該各号に掲げる額（当該各

号のいずれにも該当する職員にあっては、当該各号に掲げる額の合計額）とする。 

① 第１４条第１項第１号に掲げる職員次に掲げる職員の区分に応じて、当該区分に掲げる

額（その額に１００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）に相当する額 

ア 月額２万３，０００円以下の家賃を支払っている職員家賃の月額から１万２，０００

円を控除した額 

イ 月額２万３，０００円を超える家賃を支払っている職員家賃の月額から２万３，００

０円を控除した額の２分の１（その控除した額の２分の１が１万４，５００円を超える

ときは、１万４，５００円）を１万２，５００円に加算した額 

 ただし、支給限度額は２万７，７００円 

 

第２ 支給方法 

（１） 新たに職員となった者が住宅手当の支給の要件を具備する職員である場合又は職員が次の

いずれかに該当することとなった場合においては、その職員は、直ちに会長に届け出なけれ

ばならない。 

① 新たに住居手当の支給の要件を具備した場合 

② 住宅手当の支給の要件を欠くに至った場合 

③ 住宅手当を受けている職員の居住する住宅、家賃の月額その他の住宅手当の支給に関す

る事項に変更があった場合 

（２） 住居手当の支給は、新たに職員となった者が住宅手当の支給の要件を具備する職員である

場合においてはその職員となった日、住居手当を受けていない職員が新たに前項第１号の規

定に該当する職員となった場合においてはその該当することとなった日の属する月の翌月

（これらの日が月の初日であるときは、その日の属する月）から開始し、住居手当を受けて

いる職員が離職し、又は死亡した場合においてはその者が離職し、又は死亡した日、住居手

当を受けている職員が前項第２号に該当する職員となった場合においてはその該当するこ

ととなった日の属する月（これらの日が月の初日であるときは、その日の属する月の前月）

をもって終わる。ただし、住居手当の支給の開始については、前項の規定による届出が、こ

れに係る事実の生じた日から１５日を経過した後にされたときは、その届出を受理した日の

属する月の翌月（その日が初日であるときは、その日の属する月）から行うものとする。 

（３） 住居手当は、これを受けている職員にその月額を変更すべき事実が生ずるに至った場合に

おいては、その変更のあった日の属する月の翌月（その日が初日であるときは、その日の属

する月）から支給額を改定する。前項ただし書きの規定は、住居手当の月額を増額して改定

する場合における支給額について準用する。 

（４） 前３項に規定するもののほか、住居手当の支給に関し必要な事項は、会長が定める。 

（５） 住居手当は、給料の支給方法に準じて支給する。 

 



 

（別表７）（第１５条関係） 

 

超 過 勤 務 手 当 

 

第１ 超過勤務手当の額 

（１） 第１５条１項に規定する、会長が定める１時間当たりの給与額は、給料の月額及び

これに対する地域手当の月額の合計額に１２を乗じ、その額を１週間の勤務時間に５

２を乗じたものから会長が定める時間を減じたもので除して得た額とする。 

（２） 同条同項に規定する、会長が定める割合は、次の各号に掲げるものとする。 

① 午前０時から午前５時まで及び、午後１０時から午前０時まで１００分の１５０ 

② 午前５時から午前８時３０分まで及び、午後５時１５分から午後１０時まで１０

０分の１２５ 

 

第２ 支給方法 

（１） 超過勤務手当は、給料の支給方法に準じて支給する。 

 



 

（別表８）（第２０条関係） 

 

寒 冷 地 手 当 

 

第１ 寒冷地手当の額 

（１） 寒冷地手当の月額は、基準日における次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各

号に定める額とする。 

① 世帯主（主としてその収入によって世帯の生計を支えている者をいう。次号にお

いて同じ。）である職員であって、第１１条第２項に規定する扶養親族のあるもの

１７，８００円 

② 世帯主である職員であって、前号に掲げる職員以外のもの１０，２００円 

③ 前２号に掲げる職員以外の職員７，３６０円 

 

第２ 支給方法 

（１） 寒冷地手当は、支給期間内において、給与の支給方法に準じて支給する。 

 


